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ごあいさつ

本県では、ひとり親家庭等の皆様の自立を支援するため、これまで４期にわ
たり「熊本県ひとり親家庭等自立促進計画」を策定し、仕事や生活全般に係る
総合的な施策の推進に取り組んできました。
これらの施策を進めた結果、特に第４期計画においては、就業相談・情報提
供の実施やコロナ禍におけるオンライン方式での就業支援講習会などを通じ
て、延べ400人以上の方が新たな職に就かれたり、キャリアアップにつながる資
格を取得されるなど、自立への大きな一歩を踏み出されました。これに加え、よ
り多くのこども達の夢や希望の実現につながるよう「地域の学習教室」などの
学習支援や「こども食堂」などの取組を民間団体等と連携して推進してきまし
た。
一方で、令和４年度に本県が実施した「ひとり親家庭等実態調査」では、就業
率の改善などの一定の成果が見られたものの、コロナ禍や物価高騰といった
非常事態の影響が大きく、多くのひとり親家庭等は依然として厳しい状況にあ
ることが分かりました。
そのため、今回策定する第５期計画では、「ひとり親家庭等が自立し安心して
生活できる環境づくりの推進」を基本理念に掲げ、保護者の「仕事」や「家計」、
こどもの「学び」を支える取組など５つの基本目標のもと、引き続き、総合的な
支援を展開するとともに、ひとりでも多くのひとり親家庭等に適切な支援施策の
周知を図るため、広報啓発の強化にも取り組んで参ります。
国や市町村、企業・民間団体等におかれては、引き続きそれぞれの立場で役
割を果たしつつ、お互いに連携しながら、ひとり親家庭等の皆様が安心して将
来に希望を持って生活していくことができる社会を実現して参りたいと思います
ので、御協力をよろしくお願いします。
最後に、この計画の策定に当たり、「熊本県ひとり親家庭等自立促進計画推
進委員会」の委員の皆様をはじめ、御尽力をいただいた多くの皆様に心から感
謝申し上げます。

令和６年（2024年）３月
熊本県知事 蒲島 郁夫
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ひとり親家庭等自立促進計画について

１ 計画改定の趣旨

２ これまでの経緯

３ 第４期計画の成果と課題

第１章
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１ 計画改定の趣旨
ひとり親家庭や寡婦（以下「ひとり親家庭等」といいます。）の方は、仕事と子
育てをひとりで担い、様々な課題を抱えていることから、仕事や生活全般に係
る総合的な支援が必要です。
県では、「ひとり親家庭等が自立し安心して生活できる環境づくりの推進」を
基本理念に掲げる本計画を策定し、これまで４期18年にわたり取組を推進して
きました。
現行の第４期計画は、令和６年（2024年）３月をもって計画期間が終了するた
め、今回、計画の改定を行います。

２ これまでの経緯
平成14年11月に「母子及び寡婦福祉法」が改正され、ひとり親家庭等に対す
る支援が、児童扶養手当を中心とした経済的な支援から、就労・自立に向けた
総合的な支援へと転換されました。
この改正を受け、国において「母子家庭及び寡婦の生活の安定と向上のため
の措置に関する基本的な方針」が策定され、都道府県等が計画を策定する際
の指針とされました。
県では、当該基本方針等を踏まえ、平成18年（2006年)４月からの第１期計画
を皮切りに、以下のとおり計画を策定し、取組を進めてきたところです。

第１章 ひとり親家庭等自立促進計画について

〈第１期計画〉
平成18年（2006年） ４月～平成21年（2009年） ３月

〈第２期計画〉
平成21年（2009年） ４月～平成26年（2014年） ３月

〈第３期計画〉
平成26年（2014年） ４月～平成31年（2019年） ３月

〈第４期計画〉
平成31年（2019年） ４月～令和６年（2024年） ３月
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３ 第４期計画の成果と課題
第４期計画では、ひとり親家庭等の現状や課題等を踏まえ、「仕事」、「家
計」、「子育て」、「学び」 、「安心・交流」の５つの基本目標のもと、総合的な支
援を展開し、以下の成果が得られました。

≪「家計」を支える取組≫
●児童扶養手当の支給や医療費助成制度等により生活の安定を図るとと
もに、福祉資金の貸付等によりこどもの修学や世帯の自立を支援しまし
た。

●貸付制度については、計画期間中に延べ700人以上の方が利用され、
こどもの就学や生活の安定等につなげることができました。

●また、コロナ禍の長期化や物価高騰による深刻な影響を受けたひとり親
世帯に対し、臨時特別給付金による支援を行いました。

≪「子育て」を支える取組≫
●誰もが働きやすい環境整備と結婚・子育て等のライフステージに応じた
支援に取り組むため、企業経営者が社員の仕事と生活を応援する本県
独自の取組である「よかボス」を推進しました。

●その結果、1,000を超える企業等が登録し、県内に取組が広がるなど、
子育てに関する理解促進につなげることができました。
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≪「仕事」を支える取組≫
●母子家庭等就業・自立支援センター事業において就業相談・情報提供
の実施やコロナ禍におけるオンライン方式での就業支援講習会などに
取り組みました。

●また、自立支援教育訓練給付金事業、高等職業訓練促進給付金事業等
による支援を行いました。

●こうした取組により、計画期間中に延べ400人以上の方の就業や資格
取得につなげることができました。



こうした取組を推進する一方で、第２章に示すように、ひとり親家庭等は依然
として厳しい状況にあります。
今後も引き続き、就業、子育て、こどもの学習支援などを通して、長期的な視
点でより良い未来に向けた自立を促進するとともに、安心して生活ができる環
境を実現するため、総合的な支援を行う必要があります。

≪「安心・交流」を支える取組≫
●母子家庭等就業・自立支援センターの相談員や福祉事務所の母子・父
子自立支援員による生活相談等を行うとともに、児童扶養手当の現況届
の機会を捉えた、市町村による相談対応も行いました。

●また、コロナ禍や物価高騰等の影響を鑑み、県ひとり親家庭福祉協議会
との連携による、ＳＮＳでの情報発信や物資配布等の支援に取り組みま
した。

≪「学び」を支える取組≫
●地域の公民館や社会福祉施設等で、退職された教員や大学生等が勉
強を教える「地域の学習教室」の開設と運営に取り組みました。

●また、コロナ禍においても、オンラインを活用する等の取組により、累
計1,100人を超えるこども達の学習を支援しました。

4



ひとり親家庭等の現状と課題

１ ひとり親家庭等の現状

２ 県ひとり親家庭等実態調査の結果等

第２章
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１ ひとり親家庭等の現状
（１）世帯数及び児童扶養手当の受給者数の推移
県内のひとり親家庭の世帯数はＨ12年（18,848世帯）からＨ27年（22,310世帯）までは年々増加していた
ものの、直近のＲ２年国勢調査では19,319世帯であり、Ｈ27年と比べ2,991世帯（13.4%）の減少となってお
り、減少に転じています。
内訳を見ると、母子世帯はＲ２年が16,762世帯であり、Ｈ27年(19,098世帯)と比べ2,336世帯（12.2%）の減
少となっているほか、父子世帯はＲ２年が2,557世帯であり、Ｈ27年(3,212世帯)と比べ655世帯（20.4%）の
減少となっています。

（県内のひとり親家庭の世帯数） （県内の児童扶養手当の受給者数）

※Ｈ12・Ｈ16：県ひとり親家庭等実態調査推計値
※Ｈ22・Ｈ27・Ｒ２：国勢調査

（２）離婚件数及び離婚率の推移

全国及び県内の離婚件数・離婚率は、年度間で増減はあるものの、概ね減少傾向で推移しています。
直近のＲ３年の県内の離婚件数は、2,677件となっており、Ｒ２年(2,797件)と比べ120件（4.3%）減少してい
ます。

（全国の離婚件数・離婚率） （県内の離婚件数・離婚率）

※Ｈ29～Ｒ３人口動態調査（厚生労働省）、離婚率は人口千人当たりの割合

第２章 ひとり親家庭等の現状と課題
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２ 県ひとり親家庭等実態調査の結果等
（１）調査目的及び調査手法等
①調査の目的
ひとり親家庭等の生活状況等を把握し、第５期計画策定の基礎資料とするために実施しました。

②基準日、期間、対象者数等

③実施主体、協力機関
実施主体…熊本県健康福祉部子ども・障がい福祉局子ども家庭福祉課
協力機関…熊本県内市町村、社会福祉法人熊本県ひとり親家庭福祉協議会

④調査方法
（母子、父子、養育者世帯）
児童扶養手当現況届の機会を利用し、児童扶養手当受給資格者から無作為に抽出しました。
（寡婦世帯）
社会福祉法人熊本県ひとり親家庭福祉協議会会員から無作為に抽出しました。

⑤調査項目
世帯の状況、こどもの状況、就労の状況、住宅の状況、家計の状況、養育費等の取得状況、新型

コロナウイルス感染症や物価高騰による影響の状況、各種支援施策の活用状況等について、調査し
ました。

（２）調査結果の概要
①ひとり親家庭になった理由
母子・父子世帯共に「離婚」の割合が最も高く母子82.6%、父子92.6%（Ｈ29:母子80.2%、父子87.5%）、
次いで、母子世帯では「未婚の母」11.1%（Ｈ29:8.0%）、父子世帯では「死別」の割合が高く5.6%（Ｈ29:
11.1%）となっています。
（母子世帯になった理由） （父子世帯になった理由）

調 査 基 準 日 令和４年（2022年）８月１日

調 査 期 間 令和４年（2022年）８月１日（月）～令和４年（2022年）８月３１日（水）

調 査 対 象 者

調 査 客 体 対象者数 回収数 回収率

母 子 世 帯 2,052世帯 605世帯 29.5%

父 子 世 帯 178世帯 54世帯 30.3%

養 育 者 世 帯 77世帯 19世帯 24.7%

寡 婦 世 帯 397世帯 212世帯 53.4%

合 計 2,704世帯 890世帯 32.9%
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②ひとり親家庭の母又は父の年齢
母子世帯の母では「40歳～49歳」の割合が最も高く、45.5%（Ｈ29:「30歳～39歳」37.5%）、次いで「30歳

～39歳」31.6%（Ｈ29:「40～49歳」37.2%）、父子世帯の父では「40歳～49歳」の割合が最も高く、48.1%（Ｈ29:
同55.5%）、次いで「50歳～59歳」25.9%（Ｈ29:「30～39歳」22.9%）の割合が高くなっています。
（母子世帯の母の年齢） （父子世帯の父の年齢）

③世帯員等

【世帯員数、世帯員の種別、こどもの就業状況】
母子世帯の世帯員数は「３人」の割合が最も高く34.0%（Ｈ29:同30.0%）、次いで「２人」26.1%（Ｈ29:同

26.4%）、父子世帯では「３人」の割合が最も高く33.3%（Ｈ29:同25.0%）、次いで「４人」29.6%（Ｈ29:「５人」
24.3%）の割合が高くなっています。
（母子世帯の世帯員数） （父子世帯の世帯員数）

平均年齢
41.4歳（Ｈ29：38.8歳、Ｈ24：38.4歳）
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平均年齢
45.2歳（Ｈ29：44.1歳、Ｈ24：41.7歳）

平均世帯員数
3.4人（Ｈ29： 3.5人、Ｈ24： 3.7人）

平均世帯員数
3.5人（Ｈ29：4.1人、Ｈ24：4.0人）



【世帯員の有無及び種別】
母子世帯では、母子のみの世帯は63.3%で母子世帯の６割以上を占めており、また父子世帯では父子
のみの世帯が37.0%となっています。他の同居家族としては、回答者からみて「母」（こどもからみて祖母）
が母子世帯で31.9%、父子世帯で46.3%と高くなっています。
（母子世帯、父子世帯の同居家族の有無） （母子世帯、父子世帯の世帯員の種別）

【こどもの就学・就業状況】
世帯における20歳未満のこどもの就学・就業の状況については、母子世帯と父子世帯を比較すると母
子世帯の方が「未就学児」～「小学校１～３年生」の割合が高くなっています。
（母子世帯のこどもの就学状況等） （父子世帯のこどもの就学状況等）

≪母子以外の同居家族なし≫ 63.3% (Ｈ29:50.3%)
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④仕事の状況
【現在の就業形態】
母子世帯の母・父子世帯の父共に「正規社員」の割合が最も高く、母子48.7%(Ｈ29:30.3%)、父子57.4%

(Ｈ29:40.3%）、次いで、母子世帯の母では「パート・アルバイト等」27.5%(Ｈ29:25.9%)、父子世帯の父では「自
営業」25.5%(Ｈ29:20.8%)となっています。
（母子世帯の母の就業形態） （父子世帯の父の就業形態）

【現在の仕事の職種】
母子世帯の母では「医療業・福祉業」の割合が最も高く34.2%（Ｈ29:19.0%）、次いで、「事務職」15.8%（Ｈ

29:15.4%）、父子世帯の父では「製造業」の割合が最も高く19.1%（Ｈ29:16.6%）、次いで、「建設業」17.0%（Ｈ
29:「農林漁業」14.6%）となっています。
（母子世帯の母の仕事の職種） （父子世帯の父の仕事の職種）

Ｒ４

Ｈ29Ｈ29

Ｒ４
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【現在の仕事を探した方法】
母子世帯の母では「家族や親戚等からの紹介」の割合が最も高く33.6%（Ｈ29:「公的職業紹介機関」

29.3%）、次いで、「公的職業紹介機関」30.5%（Ｈ29:「家族や親戚等からの紹介」21.1%）、となっており、父子
世帯の父では「家族や親戚等からの紹介」の割合が最も高く55.3%（Ｈ29:32.6%）、次いで、「その他」27.7%
（Ｈ29:29.2%）となっています。
（母子世帯の母） （父子世帯の父）

【就職活動をした際に困ったこと】
母子世帯の母・父子世帯の父共に「特に困ったことはなかった」の割合が最も高く、母子世帯が37.7%、
父子世帯が35.2%（Ｈ29:母子「自分と採用条件が合わなかった」26.7%、父子「特に困ったことはなかった」
45.1%）、次いで、母子世帯の母では「自分と採用条件が合わなかった」23.1%（Ｈ29:「求人自体が少なかっ
た」21.9%）、父子世帯の父では「就職活動をしたことがない」22.2%（Ｈ29:31.9%）となっています。
（母子世帯の母） （父子世帯の父）
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【現在の仕事の不満や悩み】
現在の仕事の不満や悩みについて、母子世帯の母、父子世帯の父共に「収入が低い」の割合が最も高
く、６割以上を占めており、次いで「昇給、昇進が遅い、無い」となっています。
また、母子世帯では父子世帯より「休みを取りにくい、少ない」（母子：26.5%）、「労働時間、職場環境が
合わない」（母子：24.3%）の割合が20ポイント以上高くなっています。
（母子世帯の母） （父子世帯の父）

68.3

13.2

26.5

9.0

7.4

10.6

24.3

23.8

7.4

10.6

37.6

21.2

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

収入が低い

勤務先が⾃宅から遠い

休みを取りにくい、少ない

社会保険が無い⼜は不⼗分

自分の経験や能⼒が発揮できな

い

身分が安定していない

労働時間、職場環境が合わない

仕事の内容に不満がある

育児に対する理解がない

仕事が難しい、向いていない

昇給、昇進が遅い、無い

その他

無回答

(MA)n=189

78.6

7.1

7.1

14.3

14.3

7.1

7.1

42.9

14.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

収入が低い

勤務先が⾃宅から遠い

休みを取りにくい、少ない

社会保険が無い⼜は不⼗分

自分の経験や能⼒が発揮で

きない

身分が安定していない

労働時間、職場環境が合わ

ない

仕事の内容に不満がある

育児に対する理解がない

仕事が難しい、向いていな

い

昇給、昇進が遅い、無い

その他

無回答

(MA)n=14

【現状と課題】
○（母子世帯）就業率は約９割である一方、そのうち約３割が非正規雇用の状態です。
○（父子世帯）公的職業紹介機関による就業支援について、周知が不足しています。
○現在の仕事について、多くの方が収入や処遇、育児との両立に課題を感じていま
す。

〈今後の方向性〉
●長期的な視点で、より良い条件での就労を実現するための就業相談の実施や資格
取得の支援が必要です。

●民間における雇用の促進や子育てしやすい職場環境の整備等を図ることが必要
です。

安定的な雇用の
確保のため

「仕事」を支える
取組が必要
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⑤家計の状況（養育費の状況を含む）
【生活費の確保状況】
母子世帯の生活費では、「自分の仕事による収入」の割合が92.6%と最も高く、次いで、「児童扶養手当」

69.3%、「養育費」21.7%となっています。父子世帯では、「自分の仕事による収入」の割合が83.3%と最も高く、
次いで「児童扶養手当」63.0%、「自分以外の家族の仕事による収入」14.8%となっています。
（母子世帯の状況） （父子世帯の状況）

【就労収入の状況】
母子世帯の母の就労収入は「200万円～250万円未満」の割合が13.2%（Ｈ29:「150万円～200万円未満」

10.3%）と最も高く、次いで、「250万円～300万円未満」9.1%(Ｈ29:「100万円～150万円」8.8%）となっています。
父子世帯の父では「200万円～250万円」の割合が13%（Ｈ29:9.0%）と最も高く、次いで、「400万円～450万
円未満」及び「800万円以上」11.1%(Ｈ29:「300万円～350万円」7.6%）となっています。
（母子世帯の母の就労収入） （父子世帯の父の就労収入）

平均就労収入額
Ｒ４:204.2万円
Ｈ29:188.0万円

平均就労収入額
Ｒ４:255.0万円
Ｈ29:320.4万円

92.6

16.9

69.3

2.1

3.0

4.3

0.5

21.7

1.8

6.8

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自分の仕事による収入

自分以外の家族の仕事による収

入

児童扶養手当

生活保護費

遺族年⾦

その他の年⾦（障害年⾦、⽼齢

年⾦）

家賃収入、配当収入等

養育費

慰謝料

その他

無回答

(MA)n=605

83.3

14.8

63.0

1.9

5.6

11.1

1.9

1.9

11.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自分の仕事による収入

自分以外の家族の仕事によ

る収入

児童扶養手当

生活保護費

遺族年⾦

その他の年⾦（障害年⾦、

⽼齢年⾦）

家賃収入、配当収入等

養育費

慰謝料

その他

無回答

(MA)n=54
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十分余裕

がある

3.7%
ある程度

余裕があ

る

24.1%

時々赤字

になる

42.6%

いつも赤

字である

24.1%

分からな

い

3.7%

無回答

1.9%

(SA)n=54

【家計の状況】

家計の状況については、母子世帯、父子世帯ともに「時々赤字になる」の割合が最も高くなっています。
また、「いつも赤字である」の割合が、母子世帯（34.9%）では父子世帯（24.1%）よりも10.8ポイント高くなっ
ています。
（母子世帯の家計の状況） （父子世帯の家計の状況）

【現在不足している生活費】
母子世帯の母・父子世帯の父共に「日常の生活費」の割合が最も高く、母子50.7%、父子50%（Ｈ29:母子

43.2%、父子43.1%）、次いで、母子世帯の母では「こどもの学習塾、習い事の費用」が42.8%（Ｈ29:30.4%）、
父子世帯の父では「こどもの就学、通学のための費用」の割合が高く42.6%（Ｈ29:32.6%）となっています。
なお、「特にない」の割合は、母子世帯の母が13.1%(Ｈ29:12.4%)、父子世帯の父が16.7%(Ｈ29:29.9%)となっ
ています。
（母子世帯の母） （父子世帯の父）

十分余裕

がある

0.5%
ある程度余

裕がある

17.5%

時々赤字に

なる

40.3%

いつも赤字

である

34.9%

分からない

5.6%

無回答

1.2%

(SA)n=605

赤字になると答えた割合
75.2%

赤字になると答えた割合
66.7%
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取決内

容が守

られて

いる

52.8%
取決内容

が一部守

られてい

ない

17.5%

取決内容

は全く守

られてい

ない

26.9%

無回答

2.8%

(SA)n=320

公的文書

（公正証

書）を作成

した

26.6%

判決、調停

調書等で取

り決めをし

た

28.1%

私的文

書を作

成した

19.4%

文書はない

が口頭で取

り決めをし

た

23.8%

その他

1.6%

無回答

0.6%

(SA)n=320

取り決めを

した

56.4%

取り決めを

しなかった

39.9%

無回答

3.7%

(SA)n=567

【養育費の取決状況、取決方法、履行状況】
離婚・未婚により母子世帯となった世帯における養育費の取決め状況について、「取り決めをした」
（56.4%）の割合が最も高くなっており、取決方法としては「判決、調停調書等で取り決めをした」（28.1%） の
割合が最も高く、次いで、「公的文書（公正証書）を作成した」（26.6%）の割合が高くなっています。
履行状況については、「取り決めをした」と回答した世帯のうち52.8%が「取決内容が守られている」と回
答しており、特に公的手続きまたは書面による取決が履行確保に繋がっていることがうかがえます。

〈母子世帯の養育費の取決め状況〉 〈母子世帯になった理由・回答数・割合〉

〈養育費の取決方法〉 〈取決方法別履行状況〉

〈養育費の履行状況〉

（上段：人　下段：％）

標

本

数
（

人
）

取

決

内

容

が

守

ら

れ

て

い

る

取

決

内

容

が

一

部

守

ら

れ

て

い

な

い 取

決

内

容

は

全

く

守

ら

れ

て

い

な

い 無

回

答

169 56 86 9

52.8% 17.5% 26.9% 2.8%

53 11 20 1

62.4% 12.9% 23.5% 1.2%

48 16 25 1

53.3% 17.8% 27.8% 1.1%

35 15 12 0

56.5% 24.2% 19.4% 0.0%

30 13 27 6

39.5% 17.1% 35.5% 7.9%

2 0 2 1

40.0% 0.0% 40.0% 20.0%

全体

（単純集計）
320

5

養

育

費

の

取

決

方

法

別

公的文書（公正証

書）を作成した
85

判決、調停調書等で

取り決めをした
90

私的文書を作成

した
62

文書はないが口頭で

取り決めをした
76

その他

No. 項目
回答者
数

割合

1 離婚 500 82.6%

2 未婚の母 67 11.1%

3 死別 24 4.0%

4 ⽣死不明 0 0.0%

5 遺棄 0 0.0%

6 その他 1 0.2%

無回答 13 2.1%

全体（回答対象者数） 605 100.0%
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【養育費の取り決めをしなかった理由と相談先の有無】
養育費の取り決めをしなかった理由では、「相手と関わりたくなかった」の割合が56.2%と最も高く、次い
で「最初から当てにしていなかった」52.7%、「相手に支払う意思や能力がなかった」51.8%となっています。
養育費についての相談先では、「相談していない」の割合が47.1％と最も高く、次いで「親族」29.6%、「家
庭裁判所」16.0%となっています。
〈取り決めをしなかった理由〉 〈養育費についての相談先〉

【現状と課題】
○平均就労収入額（母子世帯平均204.2万円）について、一般世帯の水準（給与所得
者(女性)平均302万円＊）と比べて少なく、多くの世帯が家計に余裕がない状態です。

○家計の状況が厳しい中、子を養育する側に負担が偏っているものの、養育費の
取得率は約29.8%と低迷しています。

〈今後の方向性〉
●就労収入の増加を図ることが必要です。
●貸付金等の経済的支援が必要です。
●養育費を取決め、確実な取得に繋げるための支援が必要です。

収入の確保
「家計」を支える
取組が必要

【参考】国税庁 Ｒ３民間給与実態統計調査
給与所得者（女性）平均給与

302万円

29.6

14.8

0.9

6.5

1.1

13.2

16.0

2.3

47.1

1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50%

親族

友人、知人

養育費相談支援センター

⾏政機関

⺟⼦・⽗⼦福祉団体

弁護士

家庭裁判所

その他

相談していない

無回答

(MA)n=567

14.6

56.2

8.8

4.4

3.1

3.5

51.8

52.7

1.8

1.3

7.5

0.0

0% 20% 40% 60%

取決交渉をしたが、まとまらな

かった

相手と関わりたくなかった

取決交渉がわずらわしかった

養育費の請求方法が分からな

かった

養育費を請求できることを知ら

なかった

自分の収入で経済的に問題がな

かった

相⼿に⽀払う意思や能⼒がな

かった

最初から当てにしていなかった

子を引き取った方が養育費を負

担すべきだと思った

現在交渉中または交渉予定

その他

無回答

(MA)n=226

養育費
取得率
（参考値）

約29.8％
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⑥子育て・生活の状況
【保護者が仕事等で家にいない場合に、未就学児の世話をする人等】
母子世帯・父子世帯共に「保育所等」の割合が最も高く母子80%、父子100％（Ｈ29:母子67.1%、父子

81.3%）、次いで、「実家の家族等」が母子35.3%、父子33.3%（Ｈ29:母子28.2%、父子43.8%）となっています。
（母子世帯の状況（未就学児）） （父子世帯の状況（未就学児））

【放課後、小学校１～３年生が一緒に過ごす主な人等】
母子世帯・父子世帯共に「放課後児童クラブの支援員」の割合が最も高く母子49.0%、父子50.0%(※)（Ｈ

29:母子54.5%、父子66.7%）、次いで、「同居の家族」母子27.2%、父子50.0%（Ｈ29:母子35.2%、父子47.6%）と
なっています。 ※父子世帯では、放課後児童クラブの支援員と同居の家族の割合が同率となっていま
す。
（母子世帯の状況（小学校低学年）） （父子世帯の状況（小学校低学年））
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【現在生活するうえで困っていること】
母子世帯の母では「生活費の確保、工面」の割合が最も高く63.5%（Ｈ29:50.2%）、次いで、「こどもの養育、
教育」60.5%（Ｈ29:41.5%）、父子世帯の父では「生活費の確保、工面」の割合が最も高く51.9%（Ｈ29:「特にな
い」（41.0%））、次いで「こどもの養育、教育」が50.0%（Ｈ29:35.4%）となっています。
（母子世帯の母） （父子世帯の父）

【現状と課題】
○多くのひとり親家庭が仕事と子育ての両立に不安・困難を抱えています。
〈今後の方向性〉
●安定的な就業の実現のためにも、こどもの一時的預かりや居場所づくり等を含めた
子育て支援の充実が必要です。

●残業、疾病等の様々な事情において、家事や子育ての負担軽減を図る日常生活の
支援が必要です。

仕事と子育ての
両立の観点から

「子育て」を支える
取組が必要
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通ってい

る

10.4%

通ってい

ない

89.6%

(SA)n=48

通っている

20.2%

通っていな

い

76.8%

無回答

3.0%

(SA)n=496

⑦こどもの教育関連
【こどもをどの学校まで進学させたいか】
母子世帯の母では「大学」の割合が最も高く41.7%（Ｈ29:28.4%）、次いで、「高等学校」が18.3%（Ｈ29:24.3%)、
父子世帯の父では、「高等学校」の割合が最も高く40.7%（Ｈ29:「大学」35.3%）、次いで、「大学」24.1%（Ｈ29:
「高等学校」25.7%）となっています。
（母子世帯の母） （父子世帯の父）

【高校生以上のこどもの教育資金】
母子世帯では、「貯金等」29.5%、「公的機関の奨学金」27.8%、父子世帯では、「公的機関の奨学金」22.7%、
「貯金等」18.2%となっています。
（母子世帯） （父子世帯）

【小学生～高校生の通塾の状況】
母子世帯における通塾状況では、「通っている」20.2%、「通っていない」76.8%となっており、父子世帯では、
「通っている」10.4%、「通っていない」89.6%となっています。
（母子世帯） （父子世帯）
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【こどもが学習塾に通っていない理由】
母子世帯の母・父子世帯の父共に「経済的な理由で通わせることが難しい」の割合が最も高く、母子

67.2%、父子44.2%（Ｈ29:母子63.7%、父子44.4%）、次いで、母子世帯の母・父子世帯の父共に「こどもが通い
たくないというから」が母子24.9%（Ｈ29:24.7%）、父子23.3%（Ｈ29:「部活動等で忙しい」40.0%）となっています。
（母子世帯の母） （父子世帯の父）

【現状と課題】
〇多くの保護者がこどもの教育や進学に不安・悩み等を抱えており、経済的な理由で
塾等に通わせることが難しい状態です。

〈今後の方向性〉
●こども達の夢の実現を支援するとともに、貧困の連鎖を教育で断つため、「学び」を
支える支援が必要です。

こどもの学習を
支援するため

「学び」を支える
取組が必要
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⑧相談等の状況
【悩みや子育て等の相談相手の有無】
母子世帯の母・父子世帯の父共に「いる」の割合が最も高く、母子77.9%、父子59.3%（Ｈ29:母子60.9%、父
子49.3%）、次いで、「相談できる人が欲しいが、いない」母子17.4%、父子24.1%（Ｈ29:母子12.6%、父子
25.0%）の割合が高くなっています。なお、「必要ない」の割合は、母子世帯の母が3.5%(Ｈ29:6.7%)、父子世
帯の父が14.8%(Ｈ29:22.9%)となっています。
（母子世帯の母） （父子世帯の父）

【相談相手の種別】
母子世帯の母・父子世帯の父共に「家族や親戚の人」の割合が最も高く、母子72.4%、父子57.4%（Ｈ29:母
子58.3%、父子66.0%）、次いで、母子世帯の母・父子世帯の父共に「友人、知人」が母子63%、父子55.6% 
（Ｈ29:母子「友人、知人」 50.4%、父子「自分で解決する」44.4%）となっています。
（母子世帯の母） （父子世帯の父）
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⑨新型コロナウイルス感染症及び物価高騰による生活への影響
【新型コロナの生活への影響】
令和元年末に発生し、世界的なパンデミックを引き起こした新型コロナウイルス感染症は、子育てと仕事
を一人で担うひとり親家庭の生活にも大きな影響をもたらしたことが推察されましたが、県内における状
況について把握するため、生活にどのような影響が生じたかを問う設問を設けて調査を行いました。
その結果、母子世帯においては「支出が増えた」（40.3%）の割合が最も高く、次いで「収入が減った」
（31.2%）の回答が多くなっています。また、父子世帯においては、「収入が減った」（48.1%）が最も高く、次い
で、「支出が増えた」（29.6%）となっており、新型コロナウイルス感染症により、就労環境の悪化や仕事の
減少、学級閉鎖や自宅勤務等に伴う家計からの支出の増加といった状況が生じたことがうかがえます。
（母子世帯の状況） （父子世帯の状況）

【物価高騰の生活への影響】
そのような状況の中、令和４年以降、急激な物価高騰が家計に深刻な影響を与えており、その影響は
長期化しています。
今回、物価高騰がひとり親家庭等に対し、どのように影響を与えているか、設問を設けて調査を行いま
した。
その結果、母子世帯では89.8%、父子世帯では96.3%が生活が苦しくなったと回答しており、新型コロナと
物価高騰の二重の環境悪化がひとり親家庭の生活に大きな影を落としていることが判りました。
（母子世帯の状況） （父子世帯の状況）
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【物価高騰による食事への影響】
物価高騰による食事への影響について、母子世帯では「おかずの種類が減った」（39.7%）の割合が、父
子世帯では「変わらない」（38.9%）の割合が最も高くなっています。
また、「栄養バランスが悪くなった」の割合が、母子世帯（35.2%）では父子世帯（25.9%）より9.3ポイント高く
なっています。
（母子世帯の状況） （父子世帯の状況）

【各種支援制度等の情報提供や相談窓口について期待すること】
母子世帯の母が期待することでは、「窓口に行かなくても必要な情報が得られる」の割合が58.8%と最も
高く、次いで、「様々な相談が１ヶ所で受けられる」44.5%、「必要な情報が定期的に得られる」40.5%となって
います。父子世帯の父では、「必要な情報が定期的に得られる」の割合が51.9%と最も高く、次いで、「窓口
に行かなくても必要な情報が得られる」44.4%、「様々な相談が１ヶ所で受けられる」35.2%となっています。
（母子世帯の母） （父子世帯の父）
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【各種支援制度の利用状況】
各種支援制度の利用について、母子世帯、父子世帯ともに「児童扶養手当」「ひとり親家庭等医療費助
成制度」は、「利用したことがある」との回答が過半数を超えており、利用に繋がっていることがうかがえま
すが、それ以外の制度については、「知らない」の回答が４割を超え、特に、父子世帯においては「学習支
援事業（地域の学習教室）」が６割を超えるなど、更なる周知・広報が必要です。
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【現状と課題】
○相談できずに、地域の中で孤立している世帯は少なくありません。
〈今後の方向性〉
●相談窓口や各種事業の広報啓発を強化し、利用を促進するとともに、世帯間の相互
交流による精神的負担の緩和を図ることが必要です。

●社会全体で「ひとり親家庭等を支える必要がある」という共通認識を醸成していくこと
が必要です。

孤立化防止と
社会的理解の
促進のため

「安心・交流」
を支える
取組が必要

非常事態を含めた
支援体制の強化が必要

～災害や感染症等の非常事態による生活への影響に対する支援の観点～

【現状と課題】
○災害（熊本地震や令和２年７月豪雨）や新興感染症（新型コロナウイルス等）、物
価高騰など非常事態における、ひとり親家庭への影響は、深刻なものとなります。

〈今後の方向性〉
●非常事態において、国等の動向を注視しつつ、迅速に手厚い支援を届けるため支
援拠点の整備が必要です。

●非常事態に限らず、必要な情報を届けるための体制の強化が必要です。
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＜「現状と課題」から施策体系への整理＞

【現状と課題】

（１）安定的な
雇用の確保

（２）収入の確保

（３）仕事と子育て
の両立

（４）こどもの学習
支援

（５）孤立化防止と
社会的理解の
促進

（６）災害や感染症
等の非常事態
による生活へ
の影響に対す
る支援

１ 「仕事」
を支える

２ 「家計」
を支える

３ 「子育て」
を支える

４ 「学び」
を支える

５ 「安心・交流」
を支える

必
要
な
方
に
タ
イ
ム
リ
ー
に
必
要
な
情
報
を
つ
な
げ
る

広
報
啓
発
の
強
化

〈施策体系〉
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基本理念と基本目標

１ 基本理念

２ 計画期間

３ 基本目標

４ 計画概要

第３章
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１ 基本理念

本計画は、第２章で検証した現状と課題等を踏まえ、各種取組を通して、それぞれのひと
り親家庭等が、長期的な視点でより良い未来に向けた自立を促進するとともに、非常事態
を含む様々な状況下でも安心して生活ができる環境を実現するため、上記の基本理念を
掲げ、５つの基本目標のもと、総合的な施策を展開していきます。

２ 計画期間
本計画の計画期間は、令和６年度から令和10年度までの５年間とします。

３ 基本目標

第３章 基本理念と基本目標

～ひとり親家庭等が自立し安心して生活できる環境づくりの推進～

１ 「仕事」を支える
就業を支援し、資格取得の推進や雇用環境を整えることで、安定した生活の
実現を目指します。

２ 「家計」を支える
手当の支給や生活資金の貸付等により、経済的な安定を支援します。

３ 「子育て」を支える
仕事と子育ての両立を支援し、こども達の健やかな成長を支えます。

４ 「学び」を支える
こども達の学び等を支え、こども達の夢の実現を応援します。

５ 「安心・交流」を支える
非常事態時の支援や相談体制の充実、相互交流の促進等により安心して
生活できる環境づくりを進めます。

28



４ 計画概要

34
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具体的な施策と数値目標

１ 「仕事」を支える

２ 「家計」を支える

３ 「子育て」を支える

４ 「学び」を支える

５ 「安心・交流」を支える

第４章
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【数値目標】
★就業・自立支援センター事業による就業相談・情報提供
★自立支援教育訓練給付金・高等職業訓練促進給付金による資格取得
★就業支援講習会による技能習得、スキルアップ等

計画期間中に合計600人の就業・資格取得を実現

◇国事業、◆県事業、□市町村事業、●複数主体事業

就業相談の様子

第４章 具体的な施策と数値目標

１ 「仕事」を支える
就業を支援し、資格取得の推進や雇用環境を整えることで、安定した生活の
実現を目指します。

就業支援講習会の様子
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●民間による就労支援
県では、企業等への雇用促進に関する協力を依頼し、優先雇用の実施や福利厚生制度
の整備・充実など、ひとり親の雇用等に理解がある企業等が増え、多くのひとり親の方が
安心して働くことができる姿を目指します。

◆就業相談・情報提供
母子家庭等就業・自立支援センターにおいて、家庭の状況や職業能力の適性等を踏ま
え、就業に関する各種相談に対応するとともに、求職者の登録や職業紹介等により就業を
支援します。

◆母子・父子自立支援プログラム
各福祉事務所において、相談者の生活や子育ての状況等を踏まえた自立支援プログラ
ムを策定し、就労等による自立に向けた各種支援を行います。

◇マザーズハローワーク事業
マザーズハローワーク・マザーズコーナーにおいて、こども連れで求職活動ができる環境
を整備しており、担当者制による職業相談・職業紹介、仕事と子育てを両立しやすい求人
情報の提供など、きめ細かな就職支援を行います。

職
業
紹
介
や
就
業
相
談

◆高等職業訓練促進資金貸付事業
高等職業訓練促進給付金を活用し資格取得を目指す方に、養成機関への入学準備金
等を貸し付ける事業を行う団体に補助を行うことで、資格取得や自立を支援します。

◆自立支援教育訓練給付金、高等職業訓練促進給付金
資格講座受講費を補助する「自立支援教育訓練給付金」や、看護師養成機関等に在学
中の生活費等を支援する「高等職業訓練促進給付金」により資格取得を支援します。

◆就業支援講習会
母子家庭等就業・自立支援センターにおいて、医療・福祉系等の講習会を開催し、就職
に必要な知識・技能の習得やスキルアップ等を支援します。

●公共職業訓練
離職者向け職業訓練に母子家庭の母等の優先枠を設け、就職に必要な知識・技能を習
得するための職業訓練等を実施します。

◇求職者支援制度
雇用保険を受給できない求職者に対し、職業訓練を受講する機会を確保するとともに、
訓練期間中に給付金を支給する取組などを通じ、就職を支援します。

資
格
や
技
術
取
得
の
支
援

◇特定求職者雇用開発助成金、トライアル雇用事業
ハローワークや特定の職業紹介事業者の紹介により、母子家庭の母等の特定の求職者
を継続して雇用した企業や一定期間試行雇用した企業に対し、助成金を給付することで雇
用を促進します。

●生活保護受給者等就労自立促進事業
国（労働局・ハローワーク）と県の協定に基づき、児童扶養手当受給者等に対し、福祉部
門と雇用部門が緊密に連携し、効果的・効率的な就労支援を実施します。

◆雇用促進や事業主に対する啓発活動
特定求職者雇用開発助成金等の制度を活用し、雇用促進を推進します。また、経営者団
体等の協力を得ながら、雇用促進や環境整備等に関する事業主への啓発を行うとともに、
求人開拓を実施します。

ひ
と
り
親
の
雇
用
促
進

民
間
と
連
携

し
た
取
組
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◇国事業、◆県事業、□市町村事業、●複数主体事業

【数値目標】
★養育費確保支援事業の市町村カバー率

現状 目標
71％ → 100％
（32市町村） （全市町村）
※熊本市及び全町村

２ 「家計」を支える
手当の支給や生活資金の貸付等により、経済的な安定を支援します。

（参考：令和４年度養育費セミナーチラシ）
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◇児童扶養手当の支給
ひとり親家庭の生活の安定と自立を促進するため、所得やこどもの人数に応じて児童扶
養手当を支給します。

◆母子父子寡婦福祉資金貸付
こどもの修学に必要な資金を貸し付ける「修学資金」や、ひとり親家庭になって間もない
世帯の生活安定等を目的として必要な生活費等を貸し付ける「生活資金」など、ひとり親家
庭等の生活に必要な資金の貸付を行います。

手
当
や
貸
付

◆弁護士による相談事業
母子家庭等就業・自立支援センターにおいて、養育費の取決や履行確保等に関し、弁護
士による無料法律相談（事前予約制）を実施します。養育費に関する相談のほか、面会交
流や財産分与等の様々な法律問題等についても相談できます。

●養育費確保支援事業
養育費の取決を行うひとり親に対し、養育費の継続した履行確保を図るため、養育費に
関する公正証書等作成経費及び養育費保証契約締結経費について、補助金を支給しま
す。

●養育費についての啓発
養育費についての理解を促進するため、行政のみならず、社会福祉法人熊本県ひとり親
家庭福祉協議会や弁護士会などの関係団体等が連携し、啓発活動を行います。

養
育
費
確
保
及
び

継
続
的
な
履
行
確
保
の
支
援

●民間による家計支援
県では、児童扶養手当の支給や母子父子寡婦福祉資金貸付等の制度に基づく家計支
援を行うほか、ひとり親家庭のこどもを対象とした民間企業や団体による給付金の支給
や、フードバンクによる食材・日用品提供等の取組との連携を図ります。
熊本市南区にあるフードバンク熊本では、企業や農家の方などからの物資を受け入れ、
支援が必要な家庭や施設・団体、こども食堂等に提供されています。

民
間
と
連
携

し
た
取
組

□ひとり親家庭等医療費助成
ひとり親家庭等の医療費負担の軽減による生活の安定を図るため、医療費自己負担額
の一部を助成します。

医
療
費
の
助
成
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◇国事業、◆県事業、□市町村事業、●複数主体事業

【数値目標】
★こども食堂設置箇所数（累計値）

現状（Ｒ５．８月末） 目標
157箇所 → 250箇所

３ 「子育て」を支える
仕事と子育ての両立を支援し、こども達の健やかな成長を支えます。

36
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□教育・保育施設の整備
安心して仕事と子育てが両立できるよう、保育所の新設や増改築等による定員増への支
援に加え、地域の保育所と連携して、家庭的保育の充実を支援します。

保
育
サ
ー
ビ
ス
等

の
確
実
な
提
供

□延長保育等の推進
仕事と子育ての両立を支援し様々な保育サービスに対応するため、保育時間を延長して
乳幼児を預かる延長保育、保護者の冠婚葬祭等の際に一時的に保育を行う一時預かりを
推進します。

□病児・病後児保育事業
保護者が就労しこどもが病気の際に、自宅での保育が困難な場合、病院・保育所等に付
設された専用スペースにおいて、看護師や保育士が一時的に預かる病児・病後児保育を
推進します。

□ショートステイ、トワイライトステイ事業
様々な事情で家庭でのこどもの世話が一時的に難しくなった時や、緊急一時的に保護が
必要なときにこどもを預かり又は保護するショートステイ事業や、仕事などの理由で一時的
に夜間又は休日にこどもを預かり、食事などの世話をするトワイライトステイ事業を推進し
ます。

□ファミリー・サポート・センター事業
保育所の送迎に間に合わないときなど、子育てを手伝って欲しい人（依頼会員）が子育て
を手伝いたい人（提供会員）に依頼するファミリー・サポート・センター事業を推進します。

□放課後児童クラブの実施
放課後のこどもの遊びと生活の場である放課後児童クラブの受け皿整備を着実に進め、
放課後児童クラブの安定的な運営の確保と職員の資質向上を図るとともに、「放課後子供
教室」を推進する教育委員会と連携し、全てのこどもが放課後を安全・安心に過ごすことが
できるよう、放課後児童対策に取り組みます。

一
時
的
な
預
か
り
や

こ
ど
も
の
居
場
所
づ
く
り

◆「よかボス（＊）」の推進
企業経営者等が、社員の仕事と生活を応援する本県独自の「よかボス」の取組を県全体
に広げることで、誰もが働きやすい環境の整備と、結婚、子育て、介護などのライフステー
ジに応じた支援に取り組みます。

＊ 「よかボス」は、自ら仕事と生活の充実に取り組むとともに、共に働く社員や職員、従業員等の仕
事と生活の充実を応援するボス（企業の代表者等）のことです。熊本県では、県民一人ひとりの
「幸せな人生の実現」のために、県民の総幸福量の最大化を目指して、企業のトップが、社員の
仕事と、結婚や子育て介護などの充実した生活ができるよう応援することを宣言する「よかボス
宣言」に、オール熊本で取り組んでいます。

日
常
生
活
の
支
援
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◆母子生活支援施設
経済的に非常に厳しい状態にある又は配偶者からのDVを受けている等を理由とした子
育てが困難な母子を母子生活支援施設で保護し、自立を支援します。

□ひとり親家庭等日常生活支援事業
自立のための就学や病気などの理由で一時的に家事や育児等の日常生活への支援が
必要なひとり親家庭等に「家庭生活支援員」を派遣し、こどもの世話などを行う日常生活支
援事業を推進します。

●公営住宅の優先入居
ひとり親家庭が県営住宅に入居する際に、当選倍率を優遇する倍率優遇制度を実施し
ます。引き続き、市町村営住宅への優先入居制度の導入を推進します。

●住宅確保要配慮者への支援
住宅確保要配慮者居住支援法人（＊）に指定されている民間団体等との連携により、賃
貸住宅への入居に係る情報提供・相談、見守りなどの支援を行います。
＊ 住宅の確保に特に配慮を要する者の民間賃貸住宅への円滑な入居促進を図るため、家賃債務
保証の実施、入居に係る情報提供等を実施する法人として、「住宅確保要配慮者に対する賃貸
住宅の供給の促進に関する法律」に基づき都道府県に指定された法人

日
常
生
活
の
支
援

●民間による子育て支援
現在、地域住民や民間団体等によるこども達への取組として、こども食堂や地域食堂等
が増加しています。こども食堂は、令和５年８月現在、県内に157箇所が開設されていま
す。
この取組は、自治会やＮＰＯ等が主体となり、食事の提供、居場所づくり、世代間交流、
地域のつながりづくりなど様々な機能・役割を果たしています。
県では、このような民間の取組と連携を図りながら、ひとり親家庭等への子育て支援を推
進するとともに、こども達に寄り添った支援につながるようサポートを行います。

民
間
と
連
携

し
た
取
組

〈こども食堂の様子（一例）〉
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◇国事業、◆県事業、□市町村事業、●複数主体事業

【数値目標】
★地域の学習教室の生徒数

現状（Ｒ４） 目標
1,117人 → 1,800人

★「応援の塾」市町村カバー率
現状（Ｒ４） 目標

33％ → 50％
（+９市町村）

４ 「学び」を支える
こども達の学び等を支え、こども達の夢の実現を応援します。

「地域の学習教室」の様子
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◆地域の学習教室
地域の公民館や社会福祉施設等を活用し、退職された教員や大学生などが勉強を教え
る「地域の学習教室」を県内各地に展開します。こども達の最寄りの地域で、学びの場・安
らぎの居場所を確保・提供します。

◆ひとり親家庭応援の塾 ※『2022年度ベスト育児制度賞』を受賞

学習塾の御厚意により、ひとり親家庭のこども達を割引料金で
受け入れていただく「ひとり親家庭応援の塾」を募集し、広報周知
を図ることにより、こども達の進学の夢の実現を支援します。

◆ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援給付金
ひとり親家庭の親又はこどもが受講する高等学校卒業程度認定試験講座受講費を補助
することで、親の学び直しやこどもの進学等を支援します。

◆子どもの学習・生活支援事業
生活保護世帯や生活困窮世帯を対象に、こどもの学習・進学のための支援、こどもが生
活習慣を身に着けるための支援、ひきこもりや不登校のこどもに関する支援を行います。

◆地域未来塾事業（地域学校協働活動推進事業）
退職された教員や大学生等の幅広い地域人材の協力を得て、中学生へ学習機会を提供
する「地域未来塾」を実施します。

◆放課後子供教室推進事業（地域学校協働活動推進事業）
学校の余裕教室等を活用し、放課後や週末のこども達の安全・安心な居場所づくりを進
めます。放課後子供教室では、地域の方々の参画を得て、こども達に学習や様々な体験・
交流活動の機会を定期的・継続的に提供します。

◆学校支援活動（地域学校協働活動推進事業）
丸付けボランティアや習字指導補助等、幅広い地域住民等の支援を得て、地域全体でこ
どもの学びを支える学校支援活動を推進します。

◆ヤングケアラー支援体制強化事業
ヤングケアラー相談支援センターにおいて、本来大人が担うと想定されている家事や家
族の世話などを日常的に担うことで、こどもの時間が奪われ、健やかな育ちや学業などに
影響が生じているこどもやその家庭などからの相談に対応するとともに、市町村や関係機
関等と連携して支援を行います。

こ
ど
も
達
の
学
習
等
の
支
援

●こどもの教育に関する相談体制の整備・充実
こどもの教育・進学に関する悩みを抱えるひとり親に対し、学習支援の場を活用した相談
対応等に取り組みます。

●経済的支援に関する情報提供体制の整備
ひとり親世帯を対象とした各種奨学金等の経済的支援に関する情報提供を行います。

保
護
者
へ
の

支
援

〈地域の学習教室実施風景〉
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◇国事業、◆県事業、□市町村事業、●複数主体事業

５ 「安心・交流」を支える
非常事態時の支援や相談体制の充実、相互交流の促進等により安心して
生活できる環境づくりを進めます。

県主催の交流会の様子
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◆母子家庭等就業・自立支援センターでの相談対応
センターは、ひとり親家庭等の就業や生活等に関する様々な相談に対応する総合的な相
談窓口です。弁護士などの専門の相談員が、土日祝日を含め、相談に対応し（一部事前
予約制）、内容に応じてハローワークや市町村等の関係機関と連携して支援を行います。

◆福祉事務所や児童相談所での相談対応
福祉事務所に配置する母子・父子自立支援員や、児童相談所における専門の相談員が、
子育てや生活等に関する様々な相談に応じるとともに、それぞれの状況に応じた助言や支
援を行います。

□民生委員・児童委員、主任児童委員による相談対応
地域において、民生委員・児童委員や主任児童委員が、市町村や関係機関と連携しな
がら解決に向けた支援を行います。

相
談
へ
の
対
応

◆交流会の開催
「地域の学習教室」に参加する親子や学習支援員、民間団体や地域住民等の交流を促
進するための交流会を開催します。

●ひとり親家庭福祉協議会における交流イベントの開催
新入学児のお祝い会や夏休み期間中に開催する１泊２日の屋外研修、親子ふれあい活
動などにより、ひとり親家庭等の繋がりを強化します。

●母子・父子休養ホーム「しらゆり」を活用した取組
母子・父子休養ホーム「しらゆり」を拠点に、レクリエーションやイベント等を開催するな
ど、地域住民等との交流を図ります。

相
互
交
流
の
促
進

◆研修会や啓発活動の実施
ひとり親家庭や寡婦の皆様に対する社会的な理解を促進するため、出前講座や研修会
等を実施するとともに、様々なイベントの機会等において啓発活動を実施します。

社
会
的
な

理
解
の
促
進

●ひとり親家庭の支援拠点を活用した物資配布等の支援
新型コロナウイルス感染症により深刻な影響を受けたひとり親家庭等に対する支援を行
うための拠点を整備しました。今後の非常事態時に物資配布や困りごとに関する相談対応
などを実施できるよう体制を整備・充実させていきます。

非
常
事
態
時

の
支
援

●新興感染症や災害の発生など非常時における情報提供体制の強化
新型コロナウイルス等の新興感染症、熊本地震や令和２年７月豪雨等の災害など、非常
事態時に影響が深刻となるひとり親家庭等に対し、支援に関する情報を届けるための体制
を強化します。

●こども達への各種支援に関する情報提供体制の整備
こども達自身が各種支援に関する情報に触れることができるよう、教育との連携を図りま
す。

情
報
提
供
や

広
報
啓
発
の
充
実
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広報啓発の強化

仕事

家計

学び

子育て

安心・交流

●毎年実施する児童扶養手当の更新手続き等の機会において、よりパーソナライズされた相談
対応ができるよう、対応能力の向上に資する研修等を行います。

●ＳＮＳ等を活用したプッシュ型による幅広い情報の発信に取り組みます。
●総合的な相談窓口である、母子家庭等就業・自立支援センターについて広く周知を図ります。

基本理念の実現に向けて
各種施策を展開します。

43

センターに配置する専門の相談員が、土日
祝日を含め、就業や生活等に関する様々な
相談に対応しています。「まずは相談」いた
だき、相談の内容に応じて、適切な各支援
機関の施策につなげて参ります。
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計画の推進に向けて

１ 計画推進のための各主体の役割

２ 進捗状況の確認

第５章
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第５章 計画の推進に向けて

46

１ 計画推進のための各主体の役割
ひとり親家庭等が抱える課題は多岐にわたり、今回実施した「ひとり親家庭等実態調査」の結果を見
ても、ひとり親家庭等を取り巻く環境は依然として厳しい状況です。
本計画の基本理念である「ひとり親家庭等が自立し安心して生活できる環境づくりの推進」を実現する
ためには、国、県、市町村等の行政機関、企業・民間団体等がそれぞれの立場で役割を果たし、社会
全体でひとり親家庭等を支えていく必要があります。

（１）国の役割
「母子家庭等及び寡婦の生活の安定と向上のための措置に関する基本的な方針」において、国の役
割は以下のとおり示されています。
○ひとり親家庭等に係る施策や制度の企画・立案
○効果的な施策の展開のための調査・研究
○ひとり親家庭等に係る施策の普及・啓発、研修実施
○都道府県や市町村に対する支援

（２）県の役割
基本理念の実現に向け、以下の役割を果たします。
○本計画に基づき、総合的な施策を展開するとともに、各市の自立促進計画策定に向けた支援を行
います。
○市町村が実施する就業支援や生活支援が円滑に進むよう、広域的な連絡調整や情報提供を行い
ます。
○母子家庭等就業・自立支援センター事業などの自ら実施する施策を推進するととともに、各種施策
の広報啓発に取り組みます。

（３）市町村の役割
基礎的自治体として、以下の役割を果たします。
○基本方針に即し、自立促進計画を策定し（※計画策定は市のみ）ひとり親家庭等に対する自立支援
の取組を進めます。
○子育て支援や公営住宅の優先入居など、市町村が主体となる事業について、ひとり親家庭等に配
慮した施策の実施に努めます。
○住民に身近な自治体として、ひとり親家庭等からの相談に対応し、施策や取組についての情報
提供を行います。

（４）企業・民間団体等の役割
○「母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する特別措置法」の趣旨を踏まえ、トライアル
雇用助成金等を活用するなど、ひとり親を積極的に雇用することが期待されます。
○仕事と子育てを円滑に両立することができるよう、休暇制度の充実や取得促進など、子育てしやす
い職場環境の整備等にさらに取り組むことが求められます。
〇食材・生活用品の提供等による家計支援や、こども食堂等による子育て支援等の取組を行政機関
等と連携して進めていくとともに、ヤングケアラーなど支援が必要なこども達を把握した場合に、適切
な支援窓口につなぐ等の役割も期待されます。

２ 進捗状況の確認
本計画に定めた施策は、計画期間中、進捗状況の確認を行い、基本理念の達成を目指します。



資料編

１ 委員会設置要項

２ 委員名簿

３ 相談窓口一覧
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熊本県ひとり親家庭等自立促進計画推進委員会設置要項

（目的）
第１条 母子家庭等ひとり親家庭の増加を踏まえ、関係機関、団体等地域がー体となり、
母子家庭等及び寡婦の自立の促進を図るため策定した「熊本県ひとり親家庭等自立促進
計画」（以下「県自立促進計画」）という｡）を推進するため､熊本県ひとり親家庭等自立
促進計画推進委員会（以下「委員会」という｡）を設置する。

（所掌事務）
第２条 委員会は、前条の目的を達成するため、次の事項を所掌する。
（１）県自立促進計画策定及び推進についての協議、提言
（２）ひとリ親家庭福祉施策の推進のための協議、提言
（３）その他知事が必要と認めた事項

（構成）
第３条 委員会は、委員１０人以内で構成する。
２ 前項の委員の就任は、知事が依頼する。
３ 委員会には、会長及び副会長各１名を置く。
４ 会長は、委員の互選により定め、副会長は会長が指名する。
５ 会長は、会務を総理し、委員会を代表する。
６ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代理する。

（任期）
第４条 委員の任期は、２年間とする。ただし、委員に欠員を生じた場合の補欠の委員の
任期は、前任者の残任期間とする。

（会議）
第５条 委員会は、会長が招集し、その議長となる。
２ 委員会に、必要に応じて部会を設けることができる。
３ 部会は、会長が指名する者をもって構成し、必要に応じて会長が招集する。
４ 会長が必要と認めるときは、委員以外の者に出席を求め、意見を聴き、又は資料の
提出を求めることができる。

（事務局）
第６条 委員会の事務局は、熊本県健康福祉部子ども・障がい福祉局子ども家庭福祉課に置く。

（雑則）
第７条 この要項に定めるもののほか､委員会の運営について必要な事項は､別に定める。

（附則）
この要項は、平成１６年９月２４日から施行する。
この要項は、平成２０年６月１２日から施行する。
この要項は、平成２３年４月１日から施行する。

資料編 【１ 委員会設置要項】
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学識経験者
熊本学園大学社会福祉学部
教授

出川 聖尚子

有識者
株式会社熊本日日新聞社
地域報道本部 編集委員

林田 賢一郎

法律専門家
熊本県弁護士会
弁護士

福井 春菜

商工関係団体
熊本県商工会連合会
専務理事

原 悟

母子父子福祉団体
社会福祉法人熊本県ひとり親家庭福祉協議会
会長

菊住 幸枝

民生委員・児童委員
地域福祉

熊本県民生委員児童委員協議会
主任児童委員部 部会長

寺田 公子

行政（国）
熊本労働局職業安定部訓練課
課長

本田 文代

行政（市町村）
合志市健康福祉部子育て支援課
課長

衛藤 和博

資料編 【２ 委員名簿】
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（１）市町村

（２）福祉事務所・区役所

（３）その他

資料編 【３ 相談窓口一覧】
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